様式第１号（第１０条関係）

　　年　　月　　日

　公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター理事長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印

青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金事業計画書

　　　年度において実施する青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助について、補助金の交付を受けたいので、交付要領に定める要件等の全てを了解した上で、下記１の書類を添えて提出します。また、当社は「青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金」の交付を受ける者として、下記２のいずれの事項にも該当しません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当社が不利益を被ることとなっても、意義は一切申し立てません。

記

１　提出書類
（１）事業計画書
（２）会社の概要がわかる書類（会社概要、パンフレット等）　
（３）直近２期分の決算報告書

（４）センター理事長が必要と認める書類
２　補助金の交付を受ける者として不適当な者
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）であるとき
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき
（５）過去に補助金等の不正使用等事案がないこと。
事　　業　　計　　画　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者名　　　　　　　
１　申請者の概要

	企業名
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	担当者名
	

	
	E-mail
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　千円
	従業員数
	　　　　　　　　　人

	業種
	※日本標準産業分類の中分類・小分類まで記載すること。
	決算月
	　　　　　　　　　月

	
	
	設立年月
	　　　　　年　　　月


※連携して事業を実施する場合には、下記に連携する者の概要について記載すること。
	企業名
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	担当者名
	

	
	E-mail
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　千円
	従業員数
	　　　　　　　　　人

	業種
	※日本標準産業分類の中分類・小分類まで記載すること。
	決算月
	　　　　　　　　　月

	
	
	設立年月
	　　　　　年　　　月

	連 携 の

役　　割
	

	連 携 の

必 要 性
	


（注１）必要に応じて欄を繰り返し設けて記載すること。

２　事業概要
	事業名
	

	事業の目的
	

	事業の概要
	

	事業実施期間
	開始予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

完了予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

	区分
	○印
	補助　事　業　者
	補助率
	補助限度額

	
	
	①革新的環境イノベーションに貢献する新たな技術の事業化に取り組む県内中小企業者
	2／3以内
	7,200千円

	
	
	②県内企業・大学等・公設試験研究機関等と連携して、革新的環境イノベーションに貢献する新たな技術の事業化に取り組む県内中小企業者
	2／3以内
	7,200千円

	
	
	③県内中小企業者と連携し、革新的環境イノベーションに貢献する新たな技術の事業化に取り組む県内大企業
	1／3以内
	7,200千円


（注１）必要に応じて概要図等の資料を添付すること。
（注２）研究成果の内容が特許の場合には、出願特許と権利者についても記載し、使用許諾書の写しを添付すること。

３　補助要件の確認
〇パートナーシップ構築宣言について、確認のうえ記入すること。
	■パートナーシップ構築宣言

	　本補助事業は、パートナーシップ構築宣言の趣旨を理解している事業者を対象としています。
　下記について内容を理解のうえ、項目に☑を入れてください。
☐　下記パートナーシップ構築宣言の趣旨等を理解しました。
・「パートナーシップ構築宣言」とは、企業規模の大小に関わらず、企業が「発注者」の立
場で自社の取引方針を宣言する取組である。
・企業は代表者の名前で、「サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を越えた新た
な連携」や、「親事業者と下請事業者の望ましい取引慣行の遵守」に重点的に取り組むこ
とを宣言する。
・青森県内の登録事業者は、令和６年７月９日現在で「３６７社」である。
・宣言企業は、ポータルサイト上に公表される。
・宣言企業は、名刺への記載など、ロゴマークを使うことができる。
・宣言企業は、国の一部補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金、事業再構築補助金など）において、加点措置が講じられている。
　・下記、パートナーシップ構築宣言のポータルサイトの内容を確認した。
　　https://www.biz-partnership.jp/


４　加点事項の確認
〇パートナーシップ構築宣言の登録状況について記入すること。
	■パートナーシップ構築宣言登録企業

	　交付申請日において、パートナーシップ構築宣言登録企業である。
☐　はい　　☐　いいえ
※パートナーシップ構築宣言登録企業は、本補助事業の審査において加点措置を講じる
こととしております。


　※交付申請日において、パートナーシップ構築宣言登録企業の場合は、パートナーシップ
構築宣言ポータルサイトのハードコピー等、その事実を確認できるものを添付すること。
５　申請者の財務状況（直近４期分の実績を記載）　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	年　月期
	年　月期
	年　月期
	年　月期

	売上高
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	


※連携して事業を実施する場合には、下記に連携する者の財務状況について記載すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	企業名
	

	
	年　月期
	年　月期
	年　月期
	年　月期

	売上高

（当期収入額）
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	

	経常利益

（当期収入額－当期支出額）
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	


（注１）必要に応じて欄を繰り返し設けて記載すること。

　（注２）公設試など、上記科目に該当しない場合には、（　）内の数字を記載すること。
６　事業の状況
（１）現状（市場、ニーズ、技術動向）

（２）事業の達成目標

（３）既存技術・製品と実施事業との比較

	比較項目
	実施内容
	既存技術等の内容

	
	
	


（４）革新的環境イノベーションに貢献することについての説明

（５）事業実施体制

※具体的な事業の責任者、実施体制を記載すること。（別紙資料の添付可）

①総括責任者

	所属
	

	役職
	

	氏名
	


②試作開発責任者
	所属
	

	役職
	

	氏名
	


③経理責任者

	所属
	

	役職
	

	氏名
	


④実施体制図

（６）事業実施方法

※具体的な事業の実施方法を記載すること。（別紙資料の添付可）

７　事業スケジュール
	　　　　　年月

事業実施内容
	R
月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※事業実施内容欄には、事業実施方法に記載した内容毎に番号をつけ、その内容を記載すること。（例：①○○に係る開発、②○○の設計、③○○に係る検証、④○○の課題の解明、⑤○○の評価の実施、⑥試作品の製造、⑦試作品の出荷、⑧試作品の改良など）

※各項目毎に、実施する期間を矢印で記載すること。

８　事業経費
（１）資金調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　　目
	金　額

（初年度）
	金　額

（次年度）
	金　額

（次々年度）
	合計
	摘　要

	１
	補　　助　　金
	
	
	
	
	

	２
	自　己　資　金
	
	
	
	
	

	３
	借　　入　　金
	
	
	
	
	

	４
	そ　　の　　他
	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	


（２）事業費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	初年度
	次年度
	次々年度
	合計

	
	金　額
	うち
補助額
	金額
	うち
補助額
	金額
	うち
補助額
	金額
	うち
補助額

	１
	謝金
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	旅費（専門家・職員）
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	機械装置・工具器具備品費
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	試作開発費
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	委託費
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	知的財産取得経費
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	技術指導受入費
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	その他事業費
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	消費税及び地方消費税
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


９　事業費明細

（１）初年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	経費
	積算明細
	うち
補助額
	備　考

	１
	謝金
	
	
	
	

	２
	旅費（専門家・職員）
	
	
	
	

	３
	原材料費
	
	
	
	

	４
	機械装置・工具器具備品費
	
	
	
	

	５
	外注加工費
	
	
	
	

	６
	試作開発費
	
	
	
	

	７
	委託費
	
	
	
	

	８
	知的財産取得経費
	
	
	
	

	９
	技術指導受入費
	
	
	
	

	10
	その他事業費
	
	
	
	

	11
	消費税及び地方消費税
	
	
	
	

	
	合　　  計
	
	
	
	


（２）次年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	経費
	積算明細
	うち
補助額
	備　考

	１
	謝金
	
	
	
	

	２
	旅費（専門家・職員）
	
	
	
	

	３
	原材料費
	
	
	
	

	４
	機械装置・工具器具備品費
	
	
	
	

	５
	外注加工費
	
	
	
	

	６
	試作開発費
	
	
	
	

	７
	委託費
	
	
	
	

	８
	知的財産取得経費
	
	
	
	

	９
	技術指導受入費
	
	
	
	

	10
	その他事業費
	
	
	
	

	11
	消費税及び地方消費税
	
	
	
	

	
	合　　  計
	
	
	
	


（３）次々年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	経費
	積算明細
	うち
補助額
	備　考

	１
	謝金
	
	
	
	

	２
	旅費（専門家・職員）
	
	
	
	

	３
	原材料費
	
	
	
	

	４
	機械装置・工具器具備品費
	
	
	
	

	５
	外注加工費
	
	
	
	

	６
	試作開発費
	
	
	
	

	７
	委託費
	
	
	
	

	８
	知的財産取得経費
	
	
	
	

	９
	技術指導受入費
	
	
	
	

	10
	その他事業費
	
	
	
	

	11
	消費税及び地方消費税
	
	
	
	

	
	合　　  計
	
	
	
	


１０　事業実施成果
（１）事業化計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	実績
	計画

	
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	販売計画
	サンプル出荷
	
	
	
	
	
	

	
	開発
	
	
	
	
	
	

	
	設備投資
	
	
	
	
	
	

	
	製品等の生産
	
	
	
	
	
	

	
	製品等の販売
	
	
	
	
	
	

	売上見込み
	売上高
	
	
	
	
	
	

	
	売上高の根拠
	
	
	
	
	
	

	
	（企業名）
	
	
	
	
	
	

	
	（企業名）
	
	
	
	
	
	

	
	（企業名）
	
	
	
	
	
	


※現在交渉中している企業がある場合には、企業名を具体的に記載のこと。
※申請段階の直近実績から、５年後までの計画を記載すること。

（２）損益計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	実績
	計画

	
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	売上高
	
	
	
	
	
	

	売上原価
	
	
	
	
	
	

	販売費・一般管理費
	
	
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	従業員数
	
	
	
	
	
	

	付価値額
	
	
	
	
	
	

	従業員1人当たりの付加価値額
	
	
	
	
	
	


※付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費

※申請段階の直近実績から、５年後までの計画を記載すること。

（３）市場規模予測

（４）地域経済・地域産業への波及効果
※事業実施による県内企業との協力関係の構築など、地域経済及び地域産業への波及効果を具体的に記載すること。
１１　補足説明

※申請書記載事項以外で、特にＰＲしたい内容があれば、適宜記載すること。
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